
２
月
24
日
、
放
射
能
汚
染

２
月
定
例
県
議
会
が
、
２
月
16
日
か
ら
３
月
20
日
ま
で
33
日
間
の
会
期
で
開
催
さ
れ
ま

し
た
。
２
月
25
日
に
宮
本
し
づ
え
県
議
が
代
表
質
問
、
３
月
２
日
に
宮
川
え
み
子
県
議
が

追
加
代
表
質
問
、
同
３
日
に
阿
部
裕
美
子
県
議
が
一
般
質
問
、
同
18
日
に
神
山
悦
子
県
議

が
総
括
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

３
月
20
月
の
最
終
本
会
議
で
長
谷
部
淳
県
議
が
討
論
を
行
い
ま
し
た
。
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代表質問 

宮本しづえ県議 
＝2015 年２月 25 日 

追加代表質問 

宮川えみ子県議 
＝2015 年３月２日 

一般質問 

阿部裕美子県議 
＝2015 年３月３日 

総括質問 

神山悦子県議 
＝2015 年３月 18 日 

議案討論 

長谷部淳県議 
＝2015 年３月 20 日 

昨
年
末
、
東
電
と
経
産
省
が

商
工
業
な
ど
へ
の
営
業
損
害

賠
償
打
ち
切
り
「
素
案
」
を
一

方
的
に
示
し
た
こ
と
が
大
問

題
に
な
っ
て
い
ま
す
。

県
内
の
は
ば
広
い
団
体
や

個
人
が
「
打
ち
切
ら
れ
た
ら
廃

業
し
か
な
い
」
「
も
と
の
営
業

戻
る
ま
で
賠
償
を
」
と
声
を
あ

げ
、
追
い
込
ま
れ
た
東
電
は
３

月
３
日
、
「
素
案
」
の
見
直
し

を
発
表
し
ま
し
た
。

現
実
を
無
視
し
賠
償
に
終

期
を
持
ち
込
む
「
素
案
」
は
撤

回
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。

２月５日、県漁連の野崎会長と懇談する長谷部淳県議と紙智子参院議員＝いわき市内      （写真左上） 

同日、県旅館ホテル生活衛生同業組合の菅野理事長と県議団が懇談＝磐梯熱海温泉・華の湯 （ 〃 右上） 

同日、県商工会連合会の遠藤事務局長らと懇談、右から二人目は藤野保史衆院議員＝福島市内（ 〃 右下） 

２月６日、ＪＡ福島中央会と懇談する県議団と紙智子参院議員＝福島市内           （ 〃 左下） 

２月 13日、復興共同センターとして
「素案」撤回求め政府交渉＝東京 

さ
れ
た
雨
水
が
排
水
路
を
通

じ
て
事
故
以
降
海
に
流
れ
続

け
て
い
た
と
東
電
が
発
表
し

ま
し
た
。
県
議
団
は
翌
25
日
、

即
座
に
東
電
に
抗
議
。
公
表
も

流
出
へ
の
対
処
も
し
な
か
っ

た
東
電
と
、
放
置
し
た
国
に
対

し
県
民
の
怒
り
が
高
ま
る
な

か
、
県
議
会
は
26
日
、
全
会

派
一
致
し
て
断
固
抗
議
し
徹

底
し
た
情
報
公
開
を
求
め
る

決
議
を
あ
げ
ま
し
た
。

２月５日、東電の林福島復興支援室
長に「素案」撤回を申入れる県議団
と藤野保史衆院議員＝福島市内 

上空から見た東京電力福島第一原子力発電所 



国が４月からスタートする「子育て新制

度」は、企業参入を許し保育士ゼロの施設

を認め、待機児童のカウントをさらに狭め

るものです。 

郡山市内の認可外保育施設で発生したう

つぶせ寝による死亡事件の事例も示し、保

育料の負担増を招かない対応と保育の質の

確保、希望者全員が入所できるよう認可保

育所の増設を求めました。 

新
年
度
福
島
県
当
初
予
算
額
は
、
過
去
最
大
の
１

兆
８
９
９
４
億
円
と
な
り
、
そ
の
う
ち
約
１
兆
円
が

震
災
・
原
子
力
災
害
対
応
分
で
す
。

原
発
事
故
か
ら
の
復
興
に
あ
た
っ
て
は
、
一
人
一

人
の
く
ら
し
と
生
業
の
再
建
、
戻
る
戻
ら
な
い
に
か

か
わ
ら
ず
避
難
者
の
生
活
を
支
援
す
る
こ
と
な
ど
、

「
人
間
の
復
興
」
を
最
優
先
に
す
べ
き
で
す
。

し
か
し
実
際
に
は
、
こ
の
分
野
は
後
回
し
に
さ
れ
、

復
興
に
名
を
借
り
た
ハ
ー
ド
面
の
土
木
事
業
が
中
心

で
、
ふ
く
し
ま
国
際
医
療
科
学
セ
ン
タ
ー
・
医
療
機

器
評
価
セ
ン
タ
ー
・
環
境
創
造
セ
ン
タ
ー
な
ど
研
究

開
発
拠
点
事
業
に
約
２
３
８
億
円
、
国
主
導
の
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
・
コ
ー
ス
ト
構
想
に
約
50
億
円
な
ど
が

目
立
ち
ま
す
。

避
難
者
の
住
ま
い
の
確
保
、
風
評
被
害
や
深
刻
な

米
価
下
落
か
ら
家
族
農
業
を
支
え
る
施
策
、
消
費
税

増
税
と
社
会
保
障
削
減
の
安
倍
政
権
の
悪
政
か
ら

県
民
の
暮
ら
し
を
守
る
防
波
堤
と
し
て
の
県
の
役

割
発
揮
が
不
十
分
だ
と
指
摘
し
、
当
初
予
算
に
反
対

し
ま
し
た
。

精神的損害の賠償を求めて「東電

は加害者責任果たせ」とＡＤＲに集

団で申し立てる運動が全県で広が

り、その規模は約３万人にものぼり

ます。県はこの運動を支援すべきと

求めました。

復興事業で有効求人倍率が上がってい

ますが、非正規雇用が４割を占め、雇用条

件悪化が進むもとで、歯止めなき派遣労働

の拡大や残業代ゼロ法案に反対し、人間ら

しく働ける条件整備こそ必要と指摘し、県

に独自の施策を求めました。 

パナソニックが、福島工場の事業再編に

より正規の全労働者 320 人を切り捨てよ

うとしており大問題です。正規雇用を守る

大企業の社会的責任を果たすべきです。

いまだにふるさとに戻れずにいる避難

者は約 12 万人。そのうち県外には約４万

７千人です。63 人の震災関連自殺をはじ

め関連死は 1,885 人と被災３県で最も多

く、子どもの避難は県内・県外合わせて

２万 4,800 人となっています。帰還する

人・できない人、避難者をはじめ全ての

県民への長期にわたる支援が今後も求め

られます。 

米価下落対策では種もみ購入補助３億

円を予算化しただけで、原発被害に苦し

む農家への支援としてはまったく不十分

であり、さらなる支援を強く求めました。 

震災から４年、各地で深刻になってい

るイノシシ被害について、県は５月まで

に「イノシシ管理計画」を作り、５年間

で 10 分の１程度まで減らすとしていま

す。(右上写真はイノシシ対策強化を県に

申入れる伊達地方議員団=２月 20日) 

地震・津波被災、原発避難の高校

生・大学生対象の有利な奨学金制度

があり、高校卒業後の本人年収が320

万円以下、大卒は 360 万円以下であ

れば返還が不要となります。県に制

度の周知徹底を求めました。 

県は原発災害避難への復興公営住宅

を全体で 4,890 戸を整備する計画で、

現在、約 500 戸程度が完成しています。 

一方、復興公営住宅への入居対象は、

帰還困難区域と居住制限区域の住民に

限定され、避難指示が解除された住民

は対象外となってしまうため、県に柔

軟な対応を求めました。 

国が介護報酬削減や医療費患者負担増

をすすめるなか、もともと医療と福祉が遅

れていた福島県は、医師・看護師・介護職

員不足が原発事故でより深刻になってい

ます。医療従事者の勤務環境改善と介護職

員確保の県独自の支援策を求めました。 

原
発
推
進
、
「
戦
争
立
法
」
具
体

化
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
、
消
費
税
増
税
と

社
会
保
障
の
削
減
、
労
働
法
改
悪
な

ど
、
安
倍
暴
走
政
治
が
暮
ら
し
や
平

和
を
脅
か
し
、
被
災
地
の
復
興
を
妨

害
し
て
い
ま
す
。

年
金
の
削
減
、
医
療
費
や
介
護
保

険
の
負
担
増
な
ど
が
被
災
者
の
自

立
と
生
活
再
建
を
一
層
困
難
に
し
て

お
り
、
事
業
者
は
、
賠
償
打
ち
切
り

や
消
費
税
増
税
で
商
売
が
成
り
立
つ

か
不
安
を
募
ら
せ
て
い
ま
す
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
は
、
原
発
事
故
の
影
響
を

受
け
続
け
て
い
る
農
林
漁
業
や
食
品

加
工
、
輸
送
業
な
ど
地
域
経
済
全
体

に
大
打
撃
を
与
え
る
こ
と
は
明
ら
か

で
す
。
ま
し
て
や
、
福
島
原
発
事
故
の

収
束
の
見
通
し
も
立
た
な
い
中
で
全

国
の
原
発
再
稼
働
や
海
外
へ
の
輸
出

な
ど
論
外
で
す
。

安
心
し
て
働
き
暮
ら
せ
る
雇
用
の

ル
ー
ル
の
確
立
、
医
療
・
介
護
の
充
実
、

一
人
一
人
に
寄
り
添
う
政
治
へ
の
転

換
こ
そ
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

福島県が全国に誇る 30 人以下

学級制度を小学１・２年、中学１

年に限定せず全学年で実施し、必

要な教員を正規で対応するために

も、教員定数を 199 人削減する条

例には反対しました。 

特別支援学校の整備計画見直し

では、過密化･遠距離通学解消のた

め小規模･分散化を求めました。 

市町村ごとの学童保育の実態調査を行い、

放課後児童指導員の処遇改善、研修受講時の

代替指導員の加配助成を求めました。 



２０１５年２月定例会県政報告 

安倍政権の「戦争立法」具体化に反対する緊急のデモ行進に集まった参加者と

県議団の５人、前列右端はいわぶち友党県常任委員＝３月 20 日、県庁前広場 

３月 20 日の最終本会議、「全国の原発再稼働するな」

と「戦争立法反対」の両意見書を可決すべきと起立す
る共産党県議団の５人とみどりの風の２人 

今
議
会
に
は
、
全
国
の
原
発

再
稼
働
と
集
団
的
自
衛
権
行

使
前
提
の
戦
争
立
法
へ
の
反

対
を
求
め
る
意
見
書
案
が
、
県

民
の
請
願
に
基
づ
き
提
出
さ

れ
ま
し
た
。
と
こ
ろ
が
、
自
民

党
、
民
主
・
県
民
連
合
（
社
民

党
含
む
）
、
未
来
ネ
ッ
ト
、
公

明
党
各
会
派
は
理
由
も
示
さ

ず
反
対
し
ま
し
た
。

安
倍
政
権
は
、
福
島
の
事
故

を
終
わ
っ
た
こ
と
に
し
て
全

国
の
原
発
再
稼
働
を
進
め
よ

う
と
し
て
お
り
、
福
島
の
真
の

復
興
を
進
め
る
た
め
に
も
全

国
の
原
発
再
稼
働
を
許
さ
な

い
立
場
を
福
島
県
か
ら
発
信

す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
他
県

の
事
は
言
わ
な
い
と
い
う
態

度
は
、
福
島
の
復
興
に
も
責
任

を
負
わ
な
い
こ
と
に
な
る
の

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

集
団
的
自
衛
権
行
使
の
具

体
化
と
し
て
進
め
ら
れ
る
戦

争
立
法
は
、
憲
法
９
条
を
持
つ

日
本
の
自
衛
隊
を
、
海
外
の
戦

闘
地
域
で
殺
し
殺
さ
れ
る
危

険
に
さ
ら
す
も
の
と
、
県
民
各

層
に
不
安
が
広
が
っ
て
い
ま

す
。世

論
調
査
で
は
、
原
発
再
稼

働
は
県
民
の
７
割
が
反
対
、
集

▼
除
染
で
出
た
放
射
能
汚

染
土
壌
が
、
一
時
保
管
場

で
あ
る
大
熊
町
の
工
業
団

地
へ
３
月
13
日
、
初
め
て

搬
入
さ
れ
ま
し
た
。
し
か

し
、
東
京
ド
ー
ム
18
個
分

に
も
な
る
汚
染
土
壌
を
運

び
込
む
と
さ
れ
る
中
間
貯

蔵
施
設
は
、
地
権
者
２
千

３
百
人
余
と
の
用
地
交
渉

が
ほ
と
ん
ど
進
ん
で
い
ま

せ
ん
。
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
先

に
あ
り
き
で
な
く
地
権
者

や
住
民
の
合
意
を
得
て
進

め
る
よ
う
国
に
求
め
る
べ

き
で
す
。

▼
「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
先
駆
け
の
地
」
を
目
指

す
取
り
組
み
は
、
県
内
原

発
10
基
廃
炉
と
原
発
に

頼
ら
な
い
復
興
を
目
指
す

福
島
県
に
と
っ
て
、
重
要

課
題
の
一
つ
で
す
。
こ
の

取
り
組
み
を
大
企
業
な
ど

の
土
地
を
買
い
占
め
や
、

中
央
の
利
益
吸
い
上
げ
方

式
で
な
く
、
地
域
住
民
・

市
民
主
導
の
取
り
組
み
に

よ
っ
て
、
地
域
の
経
済
活

力
に
つ
な
が
り
雇
用
拡
大

に
つ
な
が
る
も
の
に
す
る

こ
と
が
必
要
で
す
。

▼
国
主
導
の
イ
ノ
ベ
構
想

に
は
、
大
量
の
Ｃ
Ｏ
２
を

排
出
す
る
火
力
発
電
所
を

新
た
に
４
基
建
設
す
る
計

画
が
あ
り
、
再
エ
ネ
先
駆

け
の
地
と
し
て
ふ
さ
わ
し

い
も
の
と
言
え
る
の
か
は

疑
問
で
す
。

団
的
自
衛
権
行
使
も
過
半
数
を

超
え
る
国
民
が
反
対
で
あ
り
、
県

民
を
代
表
す
る
県
議
会
が
県
民

多
数
の
声
に
応
え
る
の
は
当
然

の
責
務
で
す
。

新年度から甲状腺検査結

果の治療費が、18 才を超え

ても無料になります。復興

共同センター・子どもチー

ムや共産党が一貫して求め

てきたものです。 

法改正で今年度から小中

学校の図書館司書配置が義

務付けられました。国から

の予算は地方交付税の中に

含まれるため、各市町村の

対応が求められます。 

国の法改正があり、県はまず

住民に土砂災害危険個所を知ら

せるための基礎調査を行いま

す。調査対象 7,867 箇所をおお

むね５年間で終了するため、予

算約５億円を計上しました。 

県内宿泊施設１万円

以上の利用に対し、１泊

５千円の補助が出ます。

県民も対象です。 


